予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名: 悪質事業者指導強化費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　環境生活部　環境生活政策課　消費生活係　電話番号：058-272-1111（内 2389）

　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：863千円（前年度予算額：1,091千円）
	要求内容


	１　要求の内容


  　訪問販売や通信販売等における不当な取引きを規制する特定商取引法、割賦販売における不当な取引きを規制する割賦販売法に基づく行政処分をするには立入検査の実施が必要であり、その検査の実効性を確保するため、担当職員の資質向上を図るための研修への派遣や、必要な資機材の確保を図る。
　（１）研修派遣
　　　　立入検査に必要なノウハウを習得するため、担当職員を消費者庁及び経済産業局が実施する法律研修に派遣する。処分の迅速性を高めるため、県民生活相談センターの職員に加え、本課職員も参加することとする。

　　　　・　参加者数　３名
　　　　・　参加する研修　消費者庁、経済産業省等が主催する研修
　（２）被害者からの事業聴取、悪質事業者に対する事前調査、立入検査に必要となる資機材の借り上げ
	２　所要経費


（1） 研修派遣　　　　　　　            　497千円
（2） 資機材借り上げ等                    366千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,091
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,091

	要求額
	863
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	863

	決定額
	863
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	863


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

悪質な事業者による不当な取引きは後を絶たないことから、消費者に対してそのような事業者の手口やその対処方法の啓発をしながら、必要な事業者には指導や行政処分を行い、消費者被害の拡大防止を図っていく。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	国主催研修参加者数
（1年次）
	（H  ）
	1人
（H22）
	2人
（H23）
	1人
（H24）
	2人
（H25）
	50％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　特定商取引法に基づく行政処分（業務停止命令）　４件（H24.11.1現在）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　行政処分を実施することにより、消費者に対する注意喚起が図られたとともに、同種の悪質事業者に対する牽制効果が認められる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　
○

	　悪質商法の内容は、年々巧妙かつ複雑化しており、担当職員には、それに対処するための知識や対応方法を習得する必要があり、国等の研修に参加する必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　国等の研修において、最新の悪質商法の情報及び対応方法等を習得しており、実務において参考となっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　電子メール等を利用し、国等から最新の情報の入手に努めるなど、経費の削減を図った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　悪質事業者に対する指導・行政処分の他、消費者自身がだまされないようにするための消費者教育を充実させる必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　担当職員の異動等もあり、今後も事業を継続する必要がある。



